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ＲＩＳＴＥＸ 平成２５年度  

コミュニティで創る新しい高齢社会のデザイン ２ 

第３回領域シンポジウム 

 

平成２６年２月１１日 火・祝 

１３：００－１８：００ 

日経ホール 

 

Redesigning Communities 

for Aged Society 

 

Research Institute of Science  

and Technology for Society 

(RISTEX) 

社会技術研究開発センター 

 

プログラム から 

基調講演 「日本「再創造」 ―活力ある長寿社会へのイノベーション―」 

小宮山宏      

株式会社三菱総合研究所理事長/プラチナ構想ネットワーク会長/東京大学総長顧問  

研究開発領域について 

秋山弘子 領域総括/東京大学高齢社会総合研究機構特任教授 

平成２３年度採択プロジェクト成果報告 

平成２４年度採択プロジェクト ショートトーク 

ポスターセッション（平成２３、２４年度採択プロジェクト） 

パネルデスカッション・フロアとの意見交換 

「コミュニティの高齢化課題解決リソースセンター」構築に向けて 

進行・秋山弘子 パネリスト・村上周三 斉藤徹 井上剛伸 木村清一 関根千佳 
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基調講演 「日本「再創造」 ―活力ある長寿社会へのイノベーション―」 

小宮山宏               

（株式会社三菱総合研究所理事長/プラチナ構想ネットワーク会長/東京大学総長顧問）  

 ＲＩＳＴＥＸ―１ 

◎「研究開発領域について」 

秋山弘子 

（領域総括 東京大学高齢社会総合研究機構特任教授） 

秋山でございます。ご参加いただいた方のリストを拝見しま

すと、関東近辺ばかりでなく、北海道からまた九州・関西から

もお出でいただきまして、まことにありがとうございます。 

小宮山先生から２１世紀の課題といわれております環境の

問題、人口の高齢化の問題、人類史の転換期にある今日、どう

いう戦略をとるべきであるかということについてのお話をい

ただきました。これからわたくしどもの助成しておりますプロジェクトの報告にはいりま

すが、それに先立ちまして、この「コミュニティで創る新しい高齢社会のデザイン」の概

要を簡単にご説明させていただきます。 

この領域には、大きく分けて二つの目標がございます。 

ひとつは、これから高齢者が３分の１になる時代がまいりますが、高齢者が増えること

が問題なのではなく、みんなが元気で生産活動に従事できれば何の問題もないわけなので

す。いかにして自立期間を長くし、アクティブに生活するか。社会の支え手になることを

どのようにして実現するかということ。もうひとつは、みんながＰＰＫでというのは現実

的ではなくて、少し弱っても安心して快適に生活できるような社会を実現すること。大き

くわけてこの二つの課題をコミュニティの中で洗い出して、それをコミュニティの中で研

究し解決法を開発していく

のが目標でございます。 

それを大学とか自治体だ

けではなく、関わる人たち

がステークホルダーとして

連携をしながら取り組んで

いく。このふたつを条件に

して、全国から公募いたし

ました。 

３年にわけて図のような

１５のプロジェクトを採択

いたしました。平成２２年
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度に４つ、この４つについては昨年に終了いたしましたので、３月７日に別のシンポジウ

ムを設けて、今後の展開を含めてご報告する予定にしております。２３年度の５つ、２４

年度の６つの１１のプロジェクトのご報告を、きょうこれからさせていただきます。 

選考に関しましては、あらかじめ高齢者の健康度、元気な方から虚弱な方までを留意し

た上で、ハードのインフラだけではなく、社会の制度しくみのソフトの面、その両方を軸

として見直をし解決していかなければいけない。高齢社会でのさまざまな課題を設定した

上で、なるべく網羅する形でプロジェクトを選考いたしました。 

北海道を除いて各地にフィールドがございます。たびたびサイトビジットをしておりま

すが、実際にこのような形で活動が進行しております。 

進めるに当たって三つの「領域内委員

会」を設定しています。 

ひとつは「アクションリサーチ委員

会」です。これに関してはかなり議論を

してまいりました。コミュニティにおけ

るアクションリサーチを科学的な研究

方法として確立すること。かなり頻繁に

委員会を開いておりまして、目標としま

しては、アクションリサーチの入門書の

出版をするための執筆をしています。こ

れによって論文が書ける。さらに審査する側の方にも研究方法として広く知っていただく

ために入門書の出版を予定しております。 

次に「情報発信委員会」です。これはプロジェクトでえられた成果を、コミュニティづ

くりの課題解決のプロセスとして克明に記述してそれを伝えていく。うまくいくところ、

うまくいかないところがあるわけですが、それを解決するプロセスを詳細に記録して、現

場にきて見学していただくだけではなしに、これからまちづくりをする方たちに共有でき

る形で発信していこう。ということで、「情報発信委員会」のフォーマットにもとづいて記

録して、近い将来、ｗｅｂから発信していこうと思っております。 

もうひとつが「ネットワーク委員会」です。これについてはこの後のパネルディスカッ

ションで議論をしたいと思います。まずはわたくしどもの１５のプロジェクトの有機的な

ネットワークをつくる。それと同時に、小宮山先生の「プラチナ構想ネットワーク」、村上

先生が座長をしておられる内閣府の「環境未来都市」、そして東京大学の高齢社会総合研究

機構でやっているまちづくりなど、組織的にまちづくりの課題を解決している同じような

事業活動がたくさんございます。共通するものをネットワークして、「リソースセンター」

をつくって、経験を共有し、成果をあつめて利用する「リビングラボ」につきましても、

のちほど議論をさせていただくことにして、想定内のことですけれど時間も押しているよ

うですので、プロジェクトの報告に移らせていただきます。 
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２３年度採択プロジェクト 成果報告 

報告１ 「社会資本の活性化を先導する歩行く圏コミュニティーづくり」 

中林美奈子（富山大学大学院医学薬学研究部准教授） 

 

 

 

本プロジェクトの目的は、「元気な高齢者だけでなく、身体が弱くなった高齢者も積極的

に街に出て、生き生きと交流を楽しむことのできる生活圏を「歩行圏コミュニティ」と定

義し、その実現に必要な条件を抽出する」こと。「コンパクトシティ」を標榜する富山市の

まちなかで大学、行政、地区高齢者のステークホルダーが協働でプロジェクト活動すすめ

ている。本プロジェクトの特徴は、「歩行補助車」を用いる点。使いがってのよさとかっこ

よさを追求して独自にデザインした４輪の「富山まちなかカート」を開発した。地域で健

康を心配する人びとや健康に関心をもつ組織と連携して、「歩行圏コミュニティ研究会（ホ

コケン）」を結成。地域の課題を把握するために、メンバーで調査や学習会をおこなった。

歩行補助車が高齢者の生活を助け、コミュニティで見なれた風景になることを共通認識と

して、歩行支援を実践した。プロジェクトの成果は、まちなかに「歩行補助車ステーショ

ン」が設置され、まちなかカートで買い物や用事、まち歩きを楽しむ高齢者の姿を見かけ

るようになったことに示される。 

「行政との連携」富山市長寿福祉課長の岡地聡氏が連携の実態を補足。市では「公共交通

を軸とした拠点集中型のコンパクト

なまちづくり」（「第一回プラチナ大

賞」優秀賞受賞。内閣府「環境未来都

市」構想）をテーマとして取り組んで

いる。歩行環境を整備して高齢者を中

心市街地へ外出誘導する「まちなかカ

ート」による本プロジェクトは、市が

掲げる「歩いて暮らせるまちづくり」

に関わることから参加している。富山

市はＯＥＣＤの「ケーススタディ都

市」にも選定。 
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２３年度採択プロジェクト 報告２ 

「「仮設コミュニティ」でつくる新しい高齢社会のデザイン」 

大方潤一郎（東京大学大学院工学系研究科 都市工学専攻 教授） 

 

 

 

大震災から３年になります。被災地の大槌町の生活環境をなんとか再生しよう、高齢者

をふくめて住民みなさんの暮らしを応援しよう、その中で新しい生活環境を支えるインフ

ラをどうつくるかを探ろう、ということでこの活動を始めた。「仮設住宅」は用地難から分

散して８月１５日の入居段階では正確には２２７６戸、４６６６人が入居。高齢者率２９％、

後期高齢者１４％。世帯数１８４７世帯、単身高齢世帯１４％、高齢者のみ世帯１０％。 

中心市街地は、町役場も小学校も病院もスーパーもみんななくなってしまった。そんな

中で住民の生活再建に行政がやれることは限られている。住民と協働して「仮設住宅」の

内と外の空間的なもの、高齢者の見守り・介護をふくめたコミュニティづくり。住民共助

型のシステムをつくって、それをコアにして新しい復興のまちに移植する。建築系の人が

使う「医・食職・住」三層のインフラを新たに構成する。まず「住」は物的空間、「医」は

医療だけでなく介護や福祉も（ケア・サポート空間）、そういう基盤があって「食・職」と

いった働くことや日常生活ができる。建築系・医療系・社会系のチームを組んで活動を始

めた。仮設住宅を改善して住環境を整え、医療と介護、新しい公助型のシステムを入れて、

その上での高齢者の健康づくりと社会参加が成立させる。いかにコミュニティの活動をフ

ァシリテイトしていくかが課題。住環境

の点検活動、団地ごとの要求、越冬事業、

団地外の取り付け道路、買い物難民のカ

バー、コミュニティビジネス、ＱＯＬの

サポート。東京から出かける効率を考慮

して、コミュニティ再生戦略をつくる。

多目的サポートセンターを拠点とする。

全世帯報告会をおこなう。われわれが介

入した「仮設まちづくり」のガイドライ

ン、マニュアルを戦略の成果としたい。 
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２３年度採択プロジェクト 報告３ 

「高齢者の虚弱化を予防し健康余命を延伸する社会システム」の開発 

新開庄二（地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研究所研究部長） 

 

 

 加齢に伴う自立度の変化パターンは大きくふたつに分類されます。ひとつは前期高齢期

に生じる障害で、６０歳から７０歳までに多くは生活習慣病の重篤化で急激に起こる。こ

のタイプは障害の期間が長くかかる特徴があります。一方、後期高齢期の障害は７０歳く

らいから約１５年かけて障害が発生する。この後期高齢期に生ずる変化を先送りして健康

余命を延ばす社会システムの開発がわたしどもの研究の目標です。 

このパターンは、体に起こる心身機能あるいは社会的機能を基盤として生活力が低下す

るということです。わが国は介護保険制度の中で２００６年から介護予防事業が世界に先

駆けて導入された。現行の介護予防は１年に１度、高齢者に自治体から基本チェックリス

トが送られてくる。これに回答して心身機能のどこが弱いかの判定が行政サイドでおこな

われて、運動機能、栄養、口腔機能などの改善勧奨が送られてきます。全員配布なので莫

大な予算と労力がかかることと２５項目で正確なスクリーニングができるのかが課題。 

そこでアメリカの最先端の研究を鑑にして１５項目で簡便にスクリーニングできる指標

を開発した。体力が低下する、栄養状態が悪くなる、外出しなくなる（社会的機能）、血管

の潜在性の障害の４つが相互に作用して心身機能を虚弱化する。改善策はまず介護予防の

当事者のセルフケア意識。同年代の人と

比較してセルフケアする力をつけること

が前提。５０００人の高齢者のデータに

もとづく「健康づくり応援手帳」を作成

した。地域コミュニティでのならない環

境づくり。地縁型・機能型の相互扶助の

しくみの形成。重点的な実装実験をおこ

なって、虚弱予防に活用できる実施マニ

ュアやセルフモニタリングに応用できる

ツールを成果としたい。 
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２３年度採択プロジェクト 報告４ 

「高齢者の営農を支える「らくらく農法」の開発」 

寺岡伸悟（奈良女子大学文学部人文社会科准教授） 

  

 

 わたしたちのプロジェクトは、農山村の高齢農家が少しでも長く現役をつづけられる手

段を開発して、農村コミュニティの持続を高めようというものです。対象地域は奈良県の

サクラで有名な吉野に近い下市町栃原です。人口は約３００人、高齢化率３４％。主要な

農産物はカキ。畑は急傾斜が多く、秋のカキの収穫はポテかごで運んで軽自動車に積む。

たいへんな重労働になっています。村の人は波比売（はひめ）神社の氏子で、１０月の第

一日曜日には村をあげての祭りがあり、この日には外に出ている子どもたちも帰ってきて、

盛大な村祭りになります。雅楽を演奏するのもみな村の人で、代々伝承しています。 

「らくらく農法」プロジェクトの考え方には４つの次元があります。まず「体」。資本です。

出発点であり終着点です。次が「道具」。高齢者が営農するのに特別な農具も必要です。三

つ目が「生業」。栃原の場合はカキの栽培です。そして四つ目が「コミュニティ」。お祭り

がなくなったら村は衰退します。心のよりどころになる文化・組織が必要です。この４つ

の分野のそれぞれを専門家が担当して課題解決に当たっています。 

「コミュニティ」。白地図に１０年後の営農の姿を色分けして書きこみました。半分が将来

の営農に不安を抱えています。ほかにも集落データをつくっています。将来のための「村

点検」もやっています。「生業」は「らく

らく栽培」です。カキの実は重いので軽

い葉を製品化しています。他にシソやサ

ンショなど軽いものの栽培や６次産業化

も進めています。モデル園や販売組織も

できました。「道具」では電動運搬車の開

発。急な坂でもらくらくです。「体」は作

業の動きを活かした独自の体操をしてい

ます。最後に町長の声を。「若い人は実に、

お年寄りは葉に精を出す一村一品」 
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２３年度採択プロジェクト 報告５ 

「高齢者による使いやすさ検証実践センターの開発」 

原田悦子（筑波大学人間系心理学域教授） 

 

 

「高齢者による使いやすさ検証実践センター」の名前は固すぎるし長すぎるので、「みんな

の使いやすさラボ」「みんラボ」と呼んでいます。この「みんラボ」の活動について経緯と

現状とこれからの夢についてお話をさせていただきます。この課題への動機は、高齢化が

日常生活における情報化と同時に進んでいる危機感からでした。その結果として高齢者が

ＩＣＴ技術、情報機器を使わ（え）ないことで生活の質ＱＯＬが落ちてしまう。高齢者が

使いやすいものをつくれば、広くみんなにとっても使いやすいものになるのではないか。 

「みんラボ」はコミュニティがないところからはじまりました。地域の高齢者の方に、社

会参加として「みんラボ」へきて、ものの使いやすさを教えてほしいと頼みました。２０

０人あまりの登録者がいます。７０歳が平均、男女半々、男性の年齢が高め、夫婦会員も

います。「みんラボ」の特徴は高齢者にとっての「使いやすさ」を軸に、高齢者、メーカー

やサービス提供者、研究者の３者がいっしょになって活動していること。「みんラボカフェ」

では月１回のミニ講演会。つくる側の方に来ていただいて説明を受け質問をするワークシ

ョップ。およそ２０人前後で、３者が「物の使いやすさ」をめぐって発見の議論を楽しん

でいます。「みんラボ」が自立していくためには、会員自身にやってもらう必要があります

ので、「みんラボ総会」を始めました。 

実際にはわたしが認知心理系、あとシ

ステム工学系、物流とコミュニティ系の

３つの班の共同研究で進めています。あ

くまでも高齢者のみなさんの社会参加、

社会貢献であるといった立場を明快に

するために、３者が学ぶコンソーシアム

を考えています。それで終わらないで一

歩先に行きたい。「みんラボ」のような

もののネットワークが夢です。 


